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内 容

Ｑ１．許容できるCO2削減の追加コストはどの程度？
Ｑ２．CO2削減技術としてのCCSの位置づけは？
Ｑ３．現状での日本のCCSのコストはどの程度？
Ｑ４．海外とくらべるとどうか？

Ｑ５．将来、CCSコストはどの程度削減できるか？そのと
きの課題は？

Ｑ６．わが国ではCCSは有効なCO2削減オプションにな
りうるのか？
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Ｑ１．許容できるCO2削減の追加コス
トはどの程度か？

Ｑ２．CO2削減技術としてのCCSの位
置づけは？
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CO2削減の追加コスト
■IEA Energy Technology Perspective 2006

CO2 削減のインセンティブ: 25 US$/t-CO2

市場が炭素削減技術に支払うことをいとわない最大の追加
コスト
ヨーロッパの２００６年の最初の４ヶ月間の平均排出権取引
価格以下
25ドル/t-CO2という価格は、
石炭火力の発電単価で0.02ドル/kWh、
ガソリン価格で0.07ドル/リットル に相当
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IEA ６つのシナリオ

技 術
H2

燃料電池
先進的
バイオ燃料

CCS再生可能 原子力 省エネ

シナリオ

MAP

低再生可能 悲観的

悲観的低原子力

CCSなしCCSなし
悲観的

低省エネ

技術進展 楽観的 楽観的 楽観的 楽観的

IEA Energy Technology Perspective 2006
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IEA CCS技術の位置づけ
ベースラインシナリオでは2050年のCO2排出量
は現在の水準のほぼ2.5倍に達する。

CCSは効果の大きな技術の2番目（省エネに次
ぐ）に位置づけられている。

CCSによって、発電、産業、合成輸送用燃料の
製造から発生する二酸化炭素量を大幅に削減す
ることができる。2050年のシナリオの２０－２８％
はCCS技術によるものである。

CCSのコストは高いが2030年にはCO2 1トンあ
たり２５US$以下へ下がる可能性がある。

IEA Energy Technology Perspective 2006
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Ｑ１，２の解答

• IEAによると
２０５０年におけるCO2削減コストは

25US$/t-CO2（～3000円/t-CO2）であり
削減コスト・削減量確保のために

CCSは大きな働きをしている。
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Ｑ３．現状での日本のCCSのコストは
どの程度？

Ｑ４．海外とくらべるとどうか？
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CCSのシステム構成
  

液化 
貯槽 貯槽 

気化 
圧入 

圧入 ７MPa １５MPa

圧 入 輸 送 分離･回収 

パイプライン 

・圧入・貯留コスト
事前調査
圧入
モニタリング

・輸送コスト・分離回収コスト
・昇圧コスト
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CO2 の排出削減コスト

IPCC SRCCS

CO2回収・貯留のため
の追加エネルギーに起

因するCO2

発電量をそろえて排出
量を比較

リファレンス
プラント

CCS付き
プラント

発生CO2（kg/kWh）

排 出

回収・貯留

ＣＯ２回収・貯留

CO2抑制
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CO2抑制コスト（発電所）
IPCC 特別報告書

アボイディドコスト（抑制コスト）
Cost of CO2 Avoided 

= [(COE)capture – (COE)ref] / [(CO2/kWh)ref –(CO2/kWh)capture] 

COE (cost of electricity)= (費用)/(送電端出力)
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分離回収（火力発電所）
分離回収プラント（化学吸収法）

排ガス
CO2

燃料 ボイラー

蒸気

タービン

電気

吸収液

吸収塔 再生塔

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ

高純度

CO2
パイプラインへ

■追加の設備費
■運転費
■発電量の減少
・分離回収工程での熱負荷
・分離回収工程での動力

熱 電気

火力発電所
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分離回収（火力発電所）
分離回収プラント（化学吸収法）

燃料 ボイラー

蒸気

タービン

電気

排ガス
CO2 吸収液

吸収塔 再生塔

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ

高純度

CO2
パイプラインへ

火力発電所

■追加の設備費：76億円
■運転費
■発電量の減少
・分離回収工程での熱負荷
・分離回収工程での動力

熱＝
3000 MJ/t-CO2

電気

27 kWh/t-CO2

156 KWh/t-CO2

298 kWh/t-CO2

0.052kWh/MJ

１００万
t-CO2/年

115 kWh/t-CO2
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新設石炭火力からの分離回収・昇圧コスト

回収のプラントの設備費、再生時の熱、昇圧時の電気代が主要素

新設石炭火力発電所

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000

新設石火現状

アボイディドコスト　円/t-CO2

電力：熱

電力：動力

吸収液

分離回収設備

電力：昇圧

昇圧設備

４，２５６　（７５４）

（NET貯留量　千t-CO2/年）

・100万t-CO2/年を分離回収
・石炭：7000円/ｔ、排出係数：0.09542kg-CO2/MJ-LHV
・分離回収設備費：７６億円、コンプレッサー：２０億円



15

輸送コスト
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長距離輸送はタンカー輸送が効果的だが、全体的に高い。
輸送コストをおさえるには、短距離のパイプライン輸送。
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輸送コスト
非常に高いので遠距離輸送は現実的でない。
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輸送圧力増大
7→11.5→15MPa

輸送量増大
100→300万t-CO2/年

15MPa
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圧入・貯留
大規模排出源

海

Land area

貯留層

・坑井
・プラットフォーム
・パイプライン
・再昇圧コンプレッサー
・事前探査
・モニタリング

陸 域

海底
ERD 
(extended 
reach drilling)

プラットフォーム

海底
(海上坑口）

海底パイプライン 海底坑口海底
(海底坑口)
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圧入・モニタリングコスト

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

オンショア

ERD

海上抗口
離岸距離20km

海底抗口
離岸距離70km

オンショア

ERD

海上抗口
離岸距離20km

海底抗口
離岸距離70km

コスト　円/t-CO2

坑井

コンプレッサー

パイプライン

プラットフォーム等

事前調査

モニタリング

圧入量
50万t-CO2/年・井戸

圧入量
10万t-CO2/年・井戸

５１７

６３７

１，２０３

２，１４９

１，１８９

１，７５９

２，２８３

３，７６９

貯留層が陸地から離れるとコスト高になる。
井戸一本当たりの圧入量の影響が大きい。
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現状技術での日本におけるＣＣＳコスト

現状での分離回収～貯留コストは５千円～１万数千円

○標準条件： 回収隔離量 １００万t-CO2/年、 輸送距離２０ｋｍ、圧入１０MPa、圧入法：ＥＲＤ、 坑井１本あたりの注入量：１０万t-CO2/年
○新設石炭火力：電気 ５円/kWh
○既設石炭火力： （ケースA）石炭焚補助ボイラー設置、電気 ５円/kWh

（ケースＢーＤ）蒸気タービンから低圧蒸気を抽気、 電気： Ｂ １０円/kWh、 Ｃ ５ 円/kWh、 Ｄ ２．６円/kWh
○鉄鋼： 蒸気2500円/t-蒸気、電気：１０円/kWhで購買
○EOR： 新設石炭火力から20万ｔ-CO2/年分離回収、輸送距離２０ｋｍ、費用から収入を差し引く
○随伴ガス： 隔離量１０万ｔ-CO2、輸送距離９ｋｍ

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000

製鉄所～帯水層

既設石炭火力（ケースD）～帯水層

既設石炭火力（ケースC）～帯水層

既設石炭火力（ケースB）～帯水層

既設石炭火力（ケースA）～帯水層

石炭火力新設～帯水層

随伴ガス分離～帯水層

EOR(放棄油田再開）

EOR（既存井使用）

アボイデッドコスト　円/t-CO2

分離回収

昇圧

輸送

貯留

新設石炭火力から分離回収・輸送
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CCSコスト：海外との比較
海外に比べ輸送と圧入コストが高い

９－４４

△１０～１６

２９－５１

新設石炭火力
～EOR

４０－９０

３７－７４

新設NGCC
～帯水層貯
留

２９－５１４，２００
分離回収～

昇圧

０．５～８
２，３００
１０万t/年・well，

ERD
圧入

３０ー７０
７，３００

100万t/ｙ・２０ｋｍ-
ERD

トータル

１－８
500-4000万t/y

250km

８００
100万t/ｙ－２０ｋｍ

輸送

新設石炭火力
～帯水層貯留

新設石炭火力
～帯水層貯留

ケース

IPCC SRCCS
US$/t-CO2

現状

円/t-CO2

９－４４

△１０～１６

２９－５１

新設石炭火力
～EOR

４０－９０

３７－７４

新設NGCC
～帯水層貯
留

２９－５１４，２００
分離回収～

昇圧

０．５～８
２，３００
１０万t/年・well，

ERD
圧入

３０ー７０
７，３００

100万t/ｙ・２０ｋｍ-
ERD

トータル

１－８
500-4000万t/y

250km

８００
100万t/ｙ－２０ｋｍ

輸送

新設石炭火力
～帯水層貯留

新設石炭火力
～帯水層貯留

ケース

IPCC SRCCS
US$/t-CO2

現状

円/t-CO2

20km
250km
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Ｑ３，Ｑ４の解答

わが国のCCSコスト

分離回収コストが高い：世界的な課題

輸送コストが高い

圧入コストが高い
わが国特有の課題
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パイプライン（海外との差）

• 海外はROW（占用権を有する道を確保して
設置）に対し、日本は主として公道下を通す
ため、工事制約（作業時間・作業帯寸法の制
約、試掘・伏越しが多発）や舗装面の復旧の
必要性等のため工事進捗が遅い。
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圧入（海外との差）
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井戸１本当たりの圧入量を外挿して１００万ｔ-CO2/井戸/年
とすると海外のコストと変わらない。
井戸１本当たりの圧入量が小さいのがコスト高の原因。

Hendriks: IPCC SRCCS, 1US$=120JPY
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Ｑ５．将来、CCSコストはどの程度
削減できるか？

そのときの課題は？
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分離回収・昇圧の課題

再生工程での熱負荷の低減

回収設備費の低減

発電プロセスとの熱統合

昇圧プロセスの効率アップ
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分離回収の将来コスト

●変化させたファクター

2005 将来 （参）Feron

分離回収：熱負荷量 MJ/t-CO2 3,000 1,800 2,000

分離回収：動力原単位 kWh/t-CO2 26.8 10 10

分離回収：吸収液原単位 指数 1 0.5

分離回収：設備費 指数 1 0.6

昇圧：電力原単位 kWh/t-CO2 115 100 103

昇圧：設備費 指数 1 0.5

新設石火 電力ロス係数 kWh/MJ 0.052 0.04 0.042

※Paul H. M. Feron (TNO, Netherland)  Reduction of emission and Geological storage of CO2, Paris (2005)

項目

共通
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分離回収の将来コスト
新設石炭火力発電所

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000

新設石火現状

新設石火将来

アボイディドコスト　円/t-CO2

電力：熱

電力：動力

吸収液

分離回収設備

電力：昇圧

昇圧設備
４，２５６　（７５４）

２，２６２ 　（８４５）

（NET貯留量　千t-CO2/年）

分離回収コストが大幅に圧縮
昇圧コストはあまり減らない
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ＣＣＳのコスト３，０００円／t-CO2の達成可能性

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

新設石炭火力

　+陸域

 +輸送10km+オンショア

 +輸送20km+オンショア

　＋ERD

 +輸送10km+ERD

既設石炭火力

 +オンショア

製鉄所

製鉄所（電気５円）

製鉄所（電気５円）+オンショア

製鉄所（電気５円）＋ERD

アボイディッドコスト　円/t-CO2

分離回収・昇圧

輸送

圧入（オンショア）

圧入（ERD）

新設
石炭火力

製鉄所

石炭火力
既設改造

輸送：15MPa-１００万t-CO2/年、圧入：５０万t-CO2/年・井、深度１０００ｍ

分
離
回
収
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輸送・貯留の課題

輸送コストが高いため輸送距離が大きくとれ
ない。このため、排出源近傍の貯留層を開拓
する必要がある。

浸透率の大きな貯留層の開拓や水平井、マル
チラテラル工法などの井戸１本当たりの圧入
量を大きくする技術開発も重要。
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Ｑ６．わが国ではCCSは有効なCO2削減
オプションになりうるのか？
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わが国の貯留ポテンシャル
地下深部塩水層（帯水層）

１，１６０億t-CO2３０１億t-CO2小 計

１，４６１億t-CO2合 計

貯留概念図

Ｂ２
８８５億t-CO2

Ａ３
２１４億t-CO2

坑井データなし、
震探データあり基礎物探

Ａ２

５２億t-CO2
坑井・震探
データあり

基礎試錐

Ｂ１
２７５億t-CO2

Ａ１
３５億t-CO2

坑井・震探
データが豊富

油ガス田

カテゴリーＢ
（層位トラップなどを有する
地質構造への貯留）

カテゴリーＡ
（背斜構造への貯留）

地質データ

１，１６０億t-CO2３０１億t-CO2小 計

１，４６１億t-CO2合 計

貯留概念図

Ｂ２
８８５億t-CO2

Ａ３
２１４億t-CO2

坑井データなし、
震探データあり基礎物探

Ａ２

５２億t-CO2
坑井・震探
データあり

基礎試錐

Ｂ１
２７５億t-CO2

Ａ１
３５億t-CO2

坑井・震探
データが豊富

油ガス田

カテゴリーＢ
（層位トラップなどを有する
地質構造への貯留）

カテゴリーＡ
（背斜構造への貯留）

地質データ

坑井

坑井

*内陸盆地ならびに内湾（瀬戸内海、大阪湾、伊勢湾など）は対象とせず
*地下８００ｍ以深かつ、４００ｍ以浅が対象

坑井
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CO2 圧入コストとポテンシャル
注）コスト評価の対象とした水深500m以浅のみを評価
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カテゴリーＡ２
ボーリングがなされたもの

１０万t-CO2/井戸・年

５０万t-CO2/井戸・年

１０万t-CO2/井戸・年

５０万t-CO2/井戸・年
カテゴリーＡ３
地震探査データのあるもの
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コスト効率的なCO2削減シナリオ

Case 1-A：2050年のGDP当たりのCO2排出量：2000年比 １／２
カテゴリーA2(52億t-CO2）
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限界削減費用
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CCSはわが国のCO2の削減費用低下に大きく貢献する。
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Ｑ６の答え

• CCSコストは海外に比べ高いが、それでもわ
が国における重要なCO2削減オプションであ
る。

• CCSの導入によって、CO2の削減コストは大
幅に引き下げられる。
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